
1-3

H27 H28 H29 H30 H31

1 20人 38人 64人 26人 200人 400人

2 1回 2回 4回 2回 4回 4回

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,696 千円）

別紙２　　　　　　　事務事業評価（事後評価）シート　【平成29年度】

主管課名（担当名） 少子化対策推進室（少子化対策担当）

事務事業名 ウエディングサポート事業 事業番号 12370（12631）

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
□中間
■事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 子育て支援の充実

施策目標 地域で子どもを見守り安心して子育てができるまち

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

若年層（20代～40代）の独身男女

対象者の今後の予想

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

各種イベントやセミナーを通じて結婚に対する意識の醸成を図ると共に、男女の交流を深める出会
いの場の提供などきっかけづくりを推進する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

若年女性の減少や若者流出の抑制、長期的には未婚率の減少、出生数の増加など人口の減少傾
向の緩和に向けた取り組みを推進する。

３　事務事業の現状

活動指標名
計画値
（H27）

実績値
目標値
（H32）

目標値
（H37）

市が主催する婚活イベント等の延べ
参加人数

婚活イベント等の開催回数（年間）

事業費　（＝下記内訳計）

H29予算 H29決算 H30予算

921 870

一般財源 921 870

人員（人工） 0.17 0.17

内

訳

国道支出金

その他

地方債

1,308 1,308

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 2,229 2,178

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 86 84

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 1,115 1,089



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など
市内で民間企業等によるイベントが活性化していることから、平成３０年度は、行政によるイベント開
催を見送るものとする。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

市内の独身男女と幅広い範囲でも交流を目的としているが、年齢やターゲットを絞った形での開催
や、市外から人を呼び込むための事業展開を検討する必要がある。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

今後の動向・市民ニーズなど
民間団体等の動きを見ながら、実施団体等に対する支援や行政によるイベント開催など事業の方向
性について検討する期間とする。

多くの人が参加することで単位コストを下げることが可能となるため、イベントの定期開催など気軽
に参加できる環境づくりを進めることが必要と考える。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

成婚などの追跡調査を行っていないことから、直接的な成果の把握は困難であり、また、出会いから
結婚までには、長期的な視点が必要であることから、現段階では、人口減少等に結びつくような成果
は出ていないと考えるが、そのきっかけとなる男女の出会いの機会を創出している。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

■可能　　□一部可能　　□不可能

以前は、市内で男女の交流を目的としたイベントを開催する民間企業等がないため、行政が中心と
なり、事業を推進してきたが、近年、民間団体による取り組みが見えてきたことから市以外が取り組
むことは可能である。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
■休止
□廃止
□完了

作成年月日 平成30年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

結婚や交際を望む市民を対象に行っている事業であることから、目的が異なる他の事業との統合は
難しいと考える。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

■ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　□既に負担がある

セミナーやイベント開催を主な取り組みとしていることから、飲食など経費が発生する場合には、相
応の負担を求める必要がある。



1-3

H27 H28 H29 H30 H31

1 － 3ヶ所 3ヶ所 3ヶ所 5ヶ所

2 8ヶ所 8ヶ所 10ヶ所 10ヶ所 12ヶ所

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,696 千円）

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
□中間
■事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙２　　　　　　　事務事業評価（事後評価）シート　【平成29年度】

主管課名（担当名） 少子化対策推進室（少子化対策担当）

事務事業名 子育て環境整備事業 事業番号 12558（12632）

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

妊産婦及び子育て世帯など

対象者の今後の予想 横ばいもしくは減少

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 子育て支援の充実

施策目標 地域で子どもを見守り安心して子育てができるまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

マタニティマーク設置箇所

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

公共施設におけるマタニティ専用駐車場や、ベビーシートの整備など妊産婦から子育て世帯にやさ
しい環境づくりを推進するとともに、民間等における整備促進に取り組む。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

妊産婦から子育て世帯が外に出やすい環境を整備し、安心して子どもを生み育てることができるま
ちづくりを実現する。

３　事務事業の現状

ベビーシート等設置施設（公共施設）

事業費　（＝下記内訳計）

H29予算 H29決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

H30予算

国道支出金

地方債

総事業費　（＝事業費＋職員人件費）

一般財源

人員（人工）

内

訳 その他

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値）

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など
マタニティマークやベビーシートなどの整備は、施設管理者が検討・設置するものであるため、各施
設を所管する部署との協議を進めるなど、利用者の視点に立った施設環境を整備する必要がある。

今後の動向・市民ニーズなど
市内の公共施設は、老朽化が進むなど、改修が必要となることから、今後、新築・改修される公共施
設には妊産婦や子育て世帯へ配慮した施設整備を進めていくことが必要である。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

公共施設は、利用者誰もが安心して訪れることができる環境づくりが必要であり、利用しやすい施設
とするためには更なる取り組みが必要と考える。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

施設の新築及び改修時に行うことで、コストを抑えることが可能である。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

新しい施設等には、設置されている機能であり、既存施設の整備を行うことにより、社会全体で子育
てを支えていくといった意識の醸成に寄与するものである。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　■一部可能　　□不可能

公共施設の管理者である市が直接整備するものであるが、民間企業等においても、自らが管理する
施設等の整備を行う必要がある。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
■休止
□廃止
□完了

作成年月日 平成30年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

施設の新築及び改修時に行うなど、他の事業へ統合することは可能である。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

施設管理者が利用者のために環境整備を行うものであることから、利用者へ負担を求めるものでは
ないと考える。



1-3

H27 H28 H29 H30 H31

1 - - 2筆 4筆 6筆 -

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,696 千円）

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
□中間
■事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙２　　　　　　　事務事業評価（事後評価）シート　【平成29年度】

主管課名（担当名） 財政課（財政担当）

事務事業名 市有地分譲事業（子育て世帯） 事業番号 12531

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

子育て世帯

対象者の今後の予想 ￣

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 子育て世帯の充実

施策目標 地域で子どもを見守り安心して子育てができるまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

分譲区画数（６筆）

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

子育て世帯を対象とした募集の実施

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

子育て世帯を対象として、市街地の利便性の高い市有地を分譲することにより、少子化対策及び子
育て支援に資するとともに、未利用市有地の有効活用が図られる。

３　事務事業の現状

事業費　（＝下記内訳計）

H29予算 H29決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

H30予算

1,000 0

国道支出金

地方債

1,924 1,924

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 2,924 1,924

一般財源 1,000 0

人員（人工） 0.25 0.25

内

訳 その他

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 731

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

子育て世帯等に対し住環境整備の機会を提供できるため

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

市有地であるため

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
■完了

作成年月日 平成30年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

市有地公売事業となるため買受代金の支払いは発生するが、価格設定に関しては、事業の趣旨に
鑑み対象者の負担軽減に努めた



1-3

H27 H28 H29 H30 H31

1 25世帯 25世帯 10世帯 13世帯 6世帯 6世帯

2 25人 25人 11人 14人 6人 6人

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,696 千円）

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
□中間
■事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙２　　　　　　　事務事業評価（事後評価）シート　【平成29年度】

主管課名（担当名） こども子育て課　（こども子育て担当）

事務事業名 幼稚園就園奨励経費（保育料無料化） 事業番号 164

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

幼稚園入園児童の保護者

対象者の今後の予想 少子化による減

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 子育て支援の充実

施策目標 地域で子どもを見守り安心して子育てができるまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

保育料等無料化の対象世帯

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

２２歳未満の未就労児童が３人以上いる世帯の私立幼稚園の入園料及び保育料について、３子目
以降を無料とする。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

多子世帯の経済的不安を解消し、安心して子育てができる環境を推進する。

３　事務事業の現状

保育料等無料化の対象児童数

事業費　（＝下記内訳計）

H29予算 H29決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

H30予算

1,082 3,295

国道支出金

地方債

616 616

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 1,698 3,911

一般財源 0 0

人員（人工） 0.08 0.08

内

訳 その他 1,082 3,295

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 130 300

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 121 279



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　■見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など
　平成２９年度において私学型幼稚園として運営していた１園について、平成３０年度より子ども・子
育て新制度に基づく施設型幼稚園に移行となり、幼稚園就園奨励費の対象外施設となったことか
ら、特定教育・保育施設運営経費に予算計上とすることとしたもの。（事業番号７９）

今後の動向・市民ニーズなど
　多子世帯は、子育てに係る費用負担が家計に及ぼす影響が大きいため、経済的負担軽減のニー
ズは高いものと考えられ、継続した支援が必要である。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　子ども・子育て新制度に移行した中で継続していく。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　個々人の幼児教育・保育サービス利用に係る費用が対象であるため、必要性がない。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

　多子世帯の負担軽減に結びついており、経済的支援について有効性が高い。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

　個々人の幼児教育・保育サービス利用に係る費用が対象であるため、不可能である。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
■完了

作成年月日 平成30年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　幼児教育・保育サービスの利用に限定された事業であるため、可能性はない。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

　経済的な負担軽減が主な目的であることから、必要性がない。


